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1. 巻　頭　言

巻 頭 言

　金沢大学理工研究域附属サステナブルエネルギー研究センター（略称：RSET）が平成23年4
月に発足し、2年が経過しました。平成23年度末までにRSET専任教員が揃い、平成24年度か
らは、専任教員に加えて、兼任教員、協力教員の総勢40名が研究活動を本格的に開始したとこ
ろであります。RSETが掲げる目標は、「地産地消対応型エネルギーに関わる研究開発により、グリー
ンイノベーションの核となる研究拠点を金沢大学に形成する」ことであります。すなわち、RSET
では、どこにでもある風力、太陽光、バイオマス、廃棄エネルギーから安心安全な持続可能なエ

ネルギーを生産し、さらに、生産されたエネルギーを地域で消費するという21世紀の日本で求め
られている「一方通行型社会」ではなく「循環型社会」の構築に必要不可欠な研究開発を推進して

います。この目標を達成するため、5つの部門、有機薄膜太陽電池部門、自然エネルギー活用部
門、炭素循環技術部門、エネルギー・環境材料部門、バイオマス利用部門がそれぞれ独自に研

究活動を活発に進めているところであります。また、各部門長が中心となるRSETセンター会議で
は、RSETの部門間の交流、組織としての活動および運営体制が協議されています。「3本の矢」
ではありませんが、5つの部門が協同し、同じ目標を達成することの認識は、RSETの飛躍的な
発展には必要不可欠です。

　毎年刊行される「RSET研究活動報告」は、各部門の研究業績・外部資金獲得状況やアドバイ
ザリーボード報告が主となりますが、同報告書はRSETだけでなく金沢大学理工研究域のさらな
る発展の糧となると確信しています。

理工研究域長
RSET 運営会議議長

福森　義宏
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センター長挨拶

　有機薄膜太陽電池、自然エネルギー活用、炭素循環技術、エネルギー・環境材料、バイオ

マス利用の5部門から構成されている金沢大学理工研究域サステナブルエネルギー研究センター
（RSET）は、「エネルギーと暮らし」の関わりを大事にして教育研究を展開して行くというコンセプ
トのもと、平成23年4月1日に開設された。それから2年が経過し、平成24年度のRSET研
究活動全般をまとめた平成24年度RSET研究報告を、昨年度と同様に発刊する運びとなった。

RSETの研究活動を皆様に広く知って頂きたいという趣旨に沿って、本報告書では、RSET全体
としての活動報告、各部門の研究成果・業績、アドバイザリーボード会合の報告、自己評価と外

部アドバイザーからの評価などを掲載した。それに加え、平成23年度に採用された専任教員5名
のインタビュー記事と、専任教員でつくるワーキンググループの研究活動報告を掲載した。

　RSETの掲げる「暮らしに根ざす地産地消型エネルギーの開発、持続可能社会実現のための炭
素循環社会や電気エネルギー高度利用に関わる基盤技術の開発」というコンセプトは、理工研究

域の工学系教員の叡智をRSETに結集するためのコンセプトとしては、大変誇れるものであった。
しかし、センター組織が実質的に機能するためには、もう少し絞り込んだ明確なコンセプトのもと、

研究活動や業績を更に分かり易くアウトプットすることが求められるものと認識している。平成25
年1月26日に開催した第2回RSETアドバイザリーボード会合において、矢部チーフアドバイザー
からの総評で、「シーズ技術を創出するという観点のみではなく、マーケットプルという観点を大学

の教育研究に取り入れることが必要ではないか。」と云う提言がなされた。この提言は、時代の流

れとして、社会が大学に大いに期待するところであろう。その主な受け皿が、RSETではないだろ
うか。平成25年度は、このような考え方を研究活動の随所に取り入れて行きたい。そして、部門
間の連携も見据えて、RSETの各部門で設定した明確な工学的目標を教育研究に反映させ、研究
成果などを更により分かりやすい形でアウトプットして行くように努力したい。

　本報告書を是非ともご一読して頂き、忌憚のないご意見を頂ければ幸いです。今後ともご指導、

ご鞭撻のほど、何卒よろしくお願い致します。

RSET センター長

高橋　光信

2. センター長挨拶
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　太陽電池は、シリコン系・化合物
系・有機系に大別されます。本部門
が取り組んでいる有機薄膜太陽電池
は、色素や炭素材料、ポリマーといっ
た安価な原料を使い、塗布による製
造プロセスも可能なため大幅な低廉化
が見込まれます。しかも、着色性やフ
レキシブル性、軽量という特徴を付与
することもできます。
　現状では、市場シェアは結晶シリコ
ンが圧倒的であり、有機太陽電池の
実用化には、光電変換効率や耐久性、
量産化に適したプロセスなどがネック
となっています。それでも最近、変換
効率10％を超える有機系も登場し、
ポストシリコンとして有機薄膜太陽電
池の将来が期待されています。
　本部門では、2012年7月、専任の
當摩哲也准教授が、従来のバルクへ
テロ構造を超える高効率な新規デバイ
スを開発しました。

バルクへテロの問題克服を
モチベーションに
　近年、p型半導体とn型半導体を
混合し、接合界面の増大によって効
率的に電荷分離を起こすバルクへテ
ロ構造が開発され、有機薄膜太陽電
池の変換効率が向上されました。私
たちが用いている低分子蒸着法で
は、p型半導体の亜鉛フタロシアニ
ン（ZnPc）とn型半導体のフラーレン
（C60）を真空中で同時に加熱昇華さ
せ、基板に混合膜を作る共蒸着でバ
ルクへテロ層を作ることができます。
　しかし、この構造も万能ではなく、
例えば、結晶性の高いp型半導体の
α-6T※1を用いると、分子の凝集が
生じて混合膜の性能を低下させるな
ど、適用できない材料もあります。し
かも、バルクへテロ層の作製は材料
の凝集・結晶性に依存しているため、

制御が困難です。
　そこで私たちは、分子を立たせた
り寝かせたりする配向制御により光を
良く吸収し、高い結晶性によって電
気が効率よく流れ、p-n接合界面の
大きい理想的なデバイスを探索して
きました。
　分子の配向制御については、Pc分
子と相互作用のあるヨウ化銅（CuI）
を無機バッファ層※2に用いることで
分子を寝かせた状態で成長させられ
ます。結晶性の向上は、超平滑な基
板に有機半導体をゆっくり蒸着するこ
とで可能になります。
　これまでに、超平滑に加工した
ITO透明電極基板にCuIの連続膜を
作り、その上に有機バルクへテロ層を
形成することで高性能化を図ってきま
した。しかし、この方法も、混合に
手間とコストがかかるバルクへテロ構
造を用いていること、並びに大面積

Division of Organic Solar Cells

Research center for Sustainable Energy and Technology
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化・低コスト化が困難な超平滑基板
を使っていることにより、実用化に向
けては問題がありました。

斜め蒸着で形成した、
ナノロッドシートで新構造
　私たちは今回、CuIでナノロッド※3

シートを形成し、その上にp型とn型
の半導体を単純積層することで接合
界面が山谷構造をとる高性能な有機
薄膜太陽電池の開発に成功しました。
　ナノロッドの加工には、浅い角度か
ら蒸着して製膜する斜め蒸着の手法
を用いました（図１）。まず、基板に
蒸着材料が付着すると核を作ります。
通常の蒸着は、核に蒸着材料が均一
に供給されて平坦な膜ができます。斜
め蒸着では、核の影となる部分に蒸
着材料が供給されないため、成長は
異方的※4に進み、ロッド状になりま
す。こうして形成されたCuIのナノ
ロッドシート上にZnPcを蒸着すると、
シートの形状に沿ってZnPc層もナノ
ロッド状になることが、表面形状像
で確認できました。また、電子線顕
微鏡の断面観察により、ナノロッドに
ZnPcをコーティングしたような山谷
の形状になることも明らかになりまし
た（図2）。さらに、透過型電子顕微

鏡で観察したところ、CuIは、表面の
粗いITO基板の突起部分に付着して
核を作り、そこから結晶性の高いロッ
ドに成長し、その上に成長するZnPc
層も結晶性が高くなることを見出しま
した。すなわち、超平滑な表面より
も粗い表面のITO基板のほうが、結
晶性に優れたナノロッドを形成できる
ということです。

高効率・大面積化・低コストの
有機太陽電池の実用化をめざして
　このようにして得られた新規デバイ
スは、
①斜め蒸着によってCuIナノロッドの
結晶性が高まり、その上の有機層
の結晶性も上がる
②ナノロッド上のZnPcは、分子が寝
た状態で積層されるため、光吸収
度が高まる
③有機層は、ナノロッドシートの山谷
構造をなぞって山谷となり、ｐ-n界
面の面積が増大する
という高性能を示しました。
　その結果、このデバイスの変換効
率は4.1％に達し、単純積層型太陽
電池1.4％の3倍、従来のバルクへテ
ロ構造3.6％も超えました。また、バ
ルクヘテロ構造に適用できないｐ型

半導体でも、ナノロッドシートの導入
によって性能が向上されることを確認
しました。この技術は、バルクへテロ
構造に代わって有機薄膜太陽電池の
効率化を可能にし、かつ材料を選ば
ず、大面積化と安価を図れる画期的
な技術といえます。
　今後は、低コスト化に向けて塗布
による製膜が重要であり、斜め蒸着
法によるナノロッドシートを、塗布に
よる低分子または高分子製膜に応用
できるように研究を進めます。企業な
どとの共同研究も推進し、高性能・
大面積・低コストな有機太陽電池の
早期実用化をめざします。

ナノロッドシート形成

接合界面面積向上

※1　α-6T…光電流を大幅に増大させることで知られ
るアルファセキチオフェン。

※2　無機バッファ層…有機薄膜太陽電池において、
電荷の捕集や整流性向上のために用いられる無機半導
体層。

※3　ナノロッド…ナノメートルサイズの棒状粒子。

※4　異方性…物質の物理的性質が方向によって異なる
こと。

図１　斜め蒸着法を用いたナノロッドによる作製プロセス

図２　CuIナノロッドシートの表面形状像とZnPc層の表面形状像と断面像

(a)斜め蒸着の概念図　　(b)CuIナノロッド　　(c）ナノロッドシート上への有機層の製膜

(a)CuIとZnPcの蒸着法　　　　　(b) ～ (d)蒸着角度別のCuIの表面形状像
(e) ～ (g)ZnPc層の表面形状像　　(h)走査型電子顕微鏡による断面像　　　

3. 部 門 紹 介
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市街地に導入する小形風車の
開発と風条件の研究

Division of Renewable Energy

自然エネルギー活用部門 □専　任　河野 孝昭 助　教

　自然エネルギー活用部門では、地
産地消型の自然エネルギー活用技術
システムの開発に取り組んでいます。
都市に適応する分散型電源としての風
力や水流を利用した高効率・低騒音
な発電システムと、その発電出力変動
を補完する燃焼システムを開発し、次
世代のスマートシティ構築の一翼を担
うことを目指しています。
　市街地の風に関する研究は、建築
物の耐風設計や、地表近傍の風・熱
環境の研究分野で精力的に行われて
きていますが、小形風車を設置する観
点からの研究はほとんど行われてきて
いないのが現状です。一般的に、市
街地上空の風条件は、平坦地の上空
の風条件に比べて、時間的・空間的
変動が大きいこと知られていますが、
どの様な場所で、どの程度の風の増
速や乱れが生じるかといった定性的且
つ定量的な情報は、非常に限られて

います。これらの情報を蓄積し、風車
やその導入方法の開発に反映させるこ
とにより、更なる高効率化と低騒音化
及び高い安全性の確保を実現するこ
とが可能となります。
　今回は、河野孝昭助教の「市街地
に導入する小形風車の開発と風条件
の研究」を紹介します。

市街地に導入する
小形風車の開発
　可変ピッチ式直線翼垂直軸風車や
フェンス上部設置型のクロスフロー
風車の開発は、本部門の主要な研究
課題の一つです。
　可変ピッチ式直線翼垂直軸風車に
関しては、時間的な変動が大きい市
街地の風速に対応できるように、翼
の形状や枚数、取り付け方法、風に
対する角度の制御方法などの検討を
風洞実験や数値流体力学（CFD）注1

解析を利用して行っています。
　クロスフロー風車に関しては、道
路用フェンスに設置して誘導灯などの
小型電源として機能させる研究を行っ
ています。これは、フェンス上部に
発生する増速域を利用する発電です。
垂直軸のクロスフロー風車は本来、
風向に対する依存性がなく、低周速
から発電が可能ですが、フェンスに
平行に設置する場合、出力は風向の
影響を受けるため、これをいかに制
御するかを検討しています。
　更に、風車の市街地への導入条
件として、低騒音化は不可欠であり、
騒音発生や伝搬のメカニズムについ
て風洞実験とCFD解析を実施して解
明に取り組んでいます。

小形風車導入のための
建築物屋上の風条件の精査
　小形風車の設計は現在、IEC規格

Division of Renewable Energy

Research center for Sustainable Energy and Technology
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自然エネルギー活用部門 □専　任　河野 孝昭 助　教
に準拠しています。しかし、IEC規
格において耐久性の評価に用いられ
る風速や乱れ強度などの風条件は、
建築物屋上のような複雑な乱流場を
対象としていません。近年、小形風
車の建築物屋上への導入事例が増え
てきていて、建築物屋上に設置する
小形風車の規格や最適配置に関する
ガイドラインの策定が望まれています
が、建築物屋上の風条件に関する情
報は非常に限られています。
　そこで、規格やガイドラインを策定
するための知見の蓄積を目的に、幅
40 m・奥行40 m・高さ80 mの正方
形柱形状建築物周りの流れ場につい
てCFD解析し、その屋上の風条件を
調べました。風向は、風上側の壁が
建築物に正対している場合（風向角
0°）、22.5°傾いている場合（風向角
22.5°）、45°傾いている場合（風向角
45°）を対象としました。
　その結果、次のようなことが明らか
になりました。
１）　建築物の影響を受けていない
流入境界における同高度の風速
よりも増速する領域（図1の最も
濃い領域、主流風向は左から右）
の出現の仕方は各風向角の場合
で大きく異なるが、接近風が直
接衝突する風上側縁辺近傍の上
空では比較的低い高度から上空
にかけて増速するのは共通して
いる。

２）　風の乱れの強さの指標である
主流風速標準偏差は、強風域（図
1の最も濃い領域）では小さい。
一方、主流風速標準偏差の大き
な値の各高度における出現の仕
方は、風向角 0°の場合と風向角
45°の場合で大きく異なる。

　今後、屋上風条件に対して、建築
物の縦横高さの比や屋上形状、接
近風の性状、周辺建築物がどのよう
な影響を及ぼすのかを検討していき
ます。

風車後流特性を再現する
解析法の開発
　風力発電機の風車を近接して複数
台設置する場合、風上側風車の後流
の減衰した風速により、風下側風車
は、発電量が大幅に低下したり、極
端にアンバランスな分布の風荷重が
かかって寿命が短くなることがありま
す。こうしたリスクを回避した風車配

置を行うには、風車後流の風速分布
を把握する手法が必要です。これま
で、水平軸風車を対象に、風車ロー
タの形状を円盤で近似したアクチュ
エータ・ディスク（AD）モデルや、ブ
レードの形状を線で近似したアクチュ
エータ・ライン（AL）モデルを用いた
CFD 解析により、風車後流風速の
再現を試みる研究がなされています
が、それらは風車タワーの影響を考
慮していません。
　そこで私たちは、水平軸風車を対
象に、ADモデルを用いたLES解析
を行い、風車タワーが風車後流風速
に与える影響を検討したところ、タ
ワーが後流風速分布に著しい非対称
性を生じさせていることが明らかにな
りました。一方、ADモデルでは風の

乱れ強度が極めて低く計算されるこ
とを確認したため、今後はALモデル
を計算コードに組み込んで、乱流特
性の再現性を改善していきます。さら
に、ALモデルを垂直軸風車の解析
用に拡張し、風洞実験との比較によっ
て適用性の検証やモデル改良を図り
ます。
　以上の研究を通し、市街地に導入
される小形風力発電の高性能化と信
頼性・安全性の向上に貢献することを
目指しています。

注記
①数値流体力学
空気や水など流体の運動方程式（Navier－Stokes方程
式やEuler方程式など）をコンピュータで計算し、流れ
を観察する数値解析法。

2m上空 4m上空 6m上空 8m上空 10m上空

風速比
1.5
1
0.5
0
-0.5

2m上空 4m上空 6m上空 8m上空 10m上空

風速標準
偏差[m/s]
3
2.5
2
1.5
1
0.5

3. 部 門 紹 介

図1　流入境界における同高度の風速に対する風速比

図2　主流方向風速の標準偏差
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海洋バイオマスの
高効率生産プロセスの開発

Division of Carbon Circulation Technology

炭素循環技術部門 □専　任　三木    理 教　授

　炭素循環技術部門では、石炭エネ
ルギー利用における環境負荷低減を
めざし、新規の炭素循環技術の開発
に取り組んでいます。
　現在、石炭は世界の発電燃料の約
40％を占め、国際エネルギー機関は、
2050年に石炭火力発電と原子力発電
が世界の発電エネルギー源の中心と
なると予測しています。日本では国家
戦略「エネルギー基本計画」の見直し
が迫られるなか、価格と供給の安定
性に優れた石炭への需要が高まると考
えられます。しかし、石炭の活用拡大
には、二酸化炭素と燃焼石炭灰の大
量発生という問題が伴うため、二酸化
炭素の回収・貯留、石炭灰活用の技
術開発がより重要となります。
　さらに、100℃以下の膨大な低温
排熱の有効利用はまだまだ進んでお
らず、排熱の有効利用推進による省
エネルギー技術開発が重要です。

　本部門では、二酸化炭素の大量発
生源の火力発電と鉄銅製造をターゲッ
トに、①高効率なCO2分離回収プロ
セスとして、新規吸着剤を用いた温度
スイング式二酸化炭素吸着装置の開
発、②CO2海洋貯留技術として、光
合成利用の藻類バイオリアクターの開
発、③藻類バイオマスの生産向上を
図るための育成技術の開発、④発電
所・工場から発生する膨大な未利用
の低温排熱を有効活用するための蓄
熱・熱輸送、熱利用機器の拡充の研
究を推進しています。
　今回は、本部門専任の三木理教授
の「海洋バイオマスの高効率生産プロ
セスの開発」を紹介します。

海洋バイオマスエネルギーの
研究が活発化
　バイオマスの種類は多岐にわたり、
下水汚泥などの廃棄物系バイオマス、

間伐材や稲わらなどの未利用バイオ
マス、穀物などの資源作物に大別さ
れます。こうしたバイオマスの中で、
近年、海藻に代表される海洋バイオ
マスからエネルギーを回収する研究
に注目が集まっています。1970年代
のオイルショック当時に、石油の代
替燃料として海洋バイオマスエネル
ギーが俄かに脚光を浴び、例えば、
米国では、大型藻類であるジャイア
ントケルプの海洋牧場が計画されま
した。しかしながら、適量の栄養塩
を安価に供給する方法やケルプを魚
礁などに固定する技術とがネックと
なって、計画は頓挫しています。
　近年、再度藻類がバイオマスエネ
ルギーとして着目されている理由とし
ては、単位面積当たりの生産量が大
きい、穀物系バイオマスのように食糧
との競合を来たさない、二酸化炭素
固定や水域浄化などの環境保全にも

Division of Carbon Circulation Technology

Research center for Sustainable Energy and Technology
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有用である、などがあげられます。ま
た、日本は、領海と排他的経済水域
と合わせた面積が世界第6位であり、
その広大な海域を藻類の生産に利用
できます。実際、大型藻類からのバ
イオエタノール回収や微細藻類からバ
イオディーゼルを得る研究が活発に行
われており、その実用化には生産コス
トの低下が課題となっています。
　こうしたことを背景に、私たちの研
究室では、海産性藻類として大型海
藻、および微細藻類を対象に、効率
的な生産プロセスの開発に取り組ん
でいます。

海洋バイオマス生産
高効率化の視点
　コンブやホンダワラなどの藻場の衰
退、いわゆる磯焼けは、さまざまな要
因が指摘されていますが、窒素やリ
ンなどの栄養塩の不足もその要因の
ひとつであるといわれています。また、
森林腐植土由来のフルボ酸は、微量
栄養塩である鉄のキレータとして山か
ら川を通じて海へ鉄を運んでおり、山
林部からの腐植土の減少が沿岸部で

の鉄不足につながり、磯焼けを招い
ているという説もあります。また、近
年多発しているノリの色落ちについて
も、原因のひとつとして、窒素やリン
などの栄養塩の低下がありますが、微
量栄養源である鉄の欠乏も色落ちも招
くことが明らかにされています。
　こうした知見から、「海洋バイオマ
ス生産の高効率化」についても、適正
な栄養塩の制御が欠かせないと考え
ています。栄養塩の安価な供給方法
については、排水中の窒素やリン、お
よび、副産物（石炭灰、鉄鋼スラグな
ど）に含まれる鉄などの微量栄養源の
活用が考えられます。しかし、窒素や
リンと比較し、「海洋バイオマス生産
の高効率化」への鉄の影響については
知見がまだ十分ではないため、基礎
的な検討から副産物の活用方法まで
幅広く研究を進めています（図①）。
　さらに、「海洋バイオマス生産の高
効率化」には、栄養塩ばかりでなく、
光条件、CO2濃度、水温、付着基質
など、さまざまな環境条件を制御する
必要があります（図②）。また、海洋バ
イオマスは、室内培養ではなく最終的

には屋外の培養を想定する必要がある
ため、バクテリアなどの汚染に対する
海洋バイオマスの耐性も非常に重要な
要素です。これらの生産効率化に必要
な条件は、対象とする海洋バイオマス
によっても大きく異なってきます。
　「微細藻類」に関しては、バイオ
ディーゼルの原料となる油脂を多く生
産するとともに、開放系の条件でも、
安定して優先的に成長できる海産性
の種の特定を進めています。
　また、「海産性大型藻類」に関して
は、日本で数多くの種が存在すると
ともに、数ｍにまで大きく成長し二酸
化炭素固定量の高いホンダワラ類を
対象とし研究を進めています。ホンダ
ワラ類は、磯焼け等の環境再生の視
点からも重要な種であると考えていま
す。現在、ホンダワラ類の生育促進
に適した栄養塩の供給量、ＬＥＤ光
源の光量や波長、付着基質の選定な
どを検討しています（図③）。
　以上、環境系・機械系・化学系・
土木系の異分野融合と産学連携のも
と、「地産地消」の観点を重視し、本
研究を進めています。

海洋バイオマスの
高効率生産プロセスの開発

Division of Carbon Circulation Technology

炭素循環技術部門 □専　任　三木    理 教　授

図①

図③

図②

3. 部 門 紹 介
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重相構造プラズマを用いた
革新的基盤技術の創出に取り組む

Division of Energy and Environmental Materials

エネルギー・環境材料部門 □専　任　石島 達夫 准教授

　物質の第四態といわれるプラズマ
は、現代社会を支え、発展に導く基
幹技術です。微細加工分野では異方
性エッチングや薄膜堆積、エネルギー
分野では太陽電池素子、素材合成分
野では機能性ナノ粒子などの新材料の
創製、医療分野では殺菌・滅菌や傷
の治療、環境分野では廃棄物や排ガ
スの処理など、さまざまな分野で研究
が進められています。
　エネルギー・環境材料部門では、
質の高いエネルギーである電気の高度
利用をめざし、重相構造プラズマの
物性解明に基づく革新的基盤・基幹
技術の開発に取り組んでいます。重
相構造プラズマとは、固体・液体・気
体・プラズマの四相が時間的・空間的
に混在している物質構造で、新しい概
念です。
　本部門の主な研究テーマは、本学
独自の技術である変調型超高密度高

温プラズマを使った高純度ナノ粒子の
大量・高効率製造技術、プラズマに
よるポリマーアブレーションを利用し
た大電流直流アーク遮断技術、高効
率プロセスプラズマ技術による高機能
デバイス材料の創製、次世代半導体
素子と目される単結晶ダイヤモンドの
プラズマプロセスによる創製です。今
回は、本部門専任の石島達夫准教授
の研究を紹介します。

マイクロ波励起液中気泡プラズマを
有機物処理に応用
　私が主に取り組んでいるのは、マ
イクロ波励起液中気泡プラズマです。
その生成装置とプラズマ生成の様子
を図①に示します。液体容器と容器
内に突出した導波管で構成され、導
波管先端には複数のスロットアンテナ
と石英板が設置されています。導波
管を通してスロットとスロットの間に

マイクロ波を照射すると気泡がつくら
れ、さらにマイクロ波による電磁界
が気泡内にプラズマを生成させます。
電磁界が最も強いスロットアンテナ周
りに気泡を留めるために、気泡制御
板と呼んでいる構造を設けている点
が特徴です。液中プラズマは大別す
ると、液体の絶縁破壊による生成と
液中の気泡絶縁破壊による生成とが
あります。電界強度を見ると、水は～
106V/㎝であるのに対し、空気は～
104V/㎝。前者の場合は、高電圧に
よって電極物質がスパッタされて溶出
し、溶質の性質に影響を及ぼすリス
クがあります。そこで、液中プラズマ
の多くは、気泡の中にプラズマを生
成させます。ところが、従来の加熱
法では、気泡の生成促進と電極ダメー
ジ抑制のため、より低い電圧で電流
を大量に流す必要があり、液体の導
電率を高める工夫が必要でした。

Division of Energy and Environmental Materials

Research center for Sustainable Energy and Technology
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重相構造プラズマを用いた
革新的基盤技術の創出に取り組む

Division of Energy and Environmental Materials

エネルギー・環境材料部門 □専　任　石島 達夫 准教授
　一方、マイクロ波を使うプロセスで
は、マイクロ波で極性分子を加熱し
て気泡をつくるため、液体の電気伝
導度に依存しません。また、従来の
針電極に比べて、プラズマ発生部で
あるスロットアンテナの劣化も抑える
ことができます。
　こうした液中気泡プラズマの開発
研究は、化学反応性に富むプラズマ
を用いた溶液中の化学反応を促進さ
せる新規反応プロセスを創出する試
みで、最初は水中の有機物分解処理
から始めました。一例としてメチレン
ブルーの分解脱色の様子を図②に示
します．0.5kW程度のマイクロ波入
射電力によって8Ｌのメチレンブルー
が約30分の液中気泡プラズマで、ほ
ぼ脱色されることが分かります。
　非平衡プラズマで生成される活性
種の中でもOHラジカルはオゾン以
上に酸化力が強く、難分解性の有機
物質の分解に有効ですが、短寿命で
あることがネックとなっています。そ
こで、ラジカル生成と水処理の同時
的進行という観点から液中プラズマ
が有望視されてきました。
　実際、私たちのマイクロ波励起液
中気泡プラズマの分解能について、
難分解性有機物質に対する実験を
行ったところ、マイクロ波利用の減圧
プラズマは、外部ガス導入による大
気圧プラズマよりも分解速度が速いこ
とが明らかになりました。また、気泡
制御板の導入によってプラズマを安
定化させ、ならびにスロットアンテナ
数を増やして反応領域を拡大すること
により、有機物質処理の高効率化が
図れることを確認しました。

レジスト膜の除去技術や
減圧流水処理法の開発
　液中気泡プラズマの新たな応用と
して、半導体製造プロセスにおける
レジスト膜を、薬液を用いることなく
超純水中で除去する新たな技術に取
り組んでいます。基板のエッチング加
工では、目的部位以外を保護するた
めにフォトレジスト膜を形成します。
従来、この膜の除去には、硫酸に過
酸化水素を加えた溶剤が大量に用い
られています。新たに開発した液中
気泡プラズマ法は、超純水を使用し、
化学的に活性な反応種は寿命が短い
ため環境への負荷を小さくすることが
可能です。さらに、イオン注入工程

により変質して硬化したレジスト膜に
対しても高速除去が可能であるという
メリットを有しています。従来のプラ
ズマ生成法と異なり液中でも平面的
に広がるため、基板などの平面構造
物を液中で処理する新規プロセスを
可能にします。
　また、液中プラズマを用いた減圧
流水処理法も開発しています。液体
処理容器に流入された液体は、水流
ポンプによって吸引され、ポンプから
排出された液体がアスピレータを駆
動し、容器内を減圧することで、減
圧環境により液中プラズマの生成が
効率的に進みます。従来のバッチ型
処理法では連続処理が困難であり、
減圧のためには高価な真空ポンプを
必要としますが、考案した処理法で
は、連続的かつ効率的な流水処理を
可能にします。

プラズマの新たな応用領域
　非平衡プラズマは、外傷治療や癌
細胞の増殖抑制などの効果があると

の研究報告があり、画期的な医療技
術としての期待が高く、研究開発が
盛んに行われています。日本におい
ても、平成24年から、先進的医療
技術の開発をめざし文部科学省の新
学術領域「プラズマ医療科学」が採択
されるなどプラズマと生体・バイオへ
の研究開発に注目が集まっています。
生体とプラズマとの反応は液体中に
存在する細胞組織との固体表面との
相互作用であり、重相構造プラズマ
環境にあると考えられます。
　したがって、プラズマと生体との
相互作用を解明する研究は、相が異
なる状態を複合的かつ有機的に結び
つける新しい学際分野であり異分野
間の連携が欠かせません。センター
の特徴を生かした学内連携に加えて、
産学連携体制を整え共同体制で推進
していきます。

図1-2	 液中気泡マイクロ波
	 プラズマの発光の様子

図1-1	 液中気泡マイクロ波
	 プラズマ生成装置

図2　5分毎のメチレンブルー溶液の色の変化

3. 部 門 紹 介
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微細藻類と下水処理水を活用した
エネルギー・バイオマス生産プロセス

Division of Unutilized Biomass Energy

バイオマス利用部門 □専　任　本多    了 助　教

　バイオマス利用部門では、未利用
バイオマスの利用技術の開発、ならび
に、バイオマス使用拡大に伴う環境負
荷を軽減するシステムの最適化に基づ
いたクリーンエネルギーの創出に取り
組んでいます。
　主たる研究課題は以下のとおりです。
⑴堆肥化・消化・光合成によるエネル
ギー・資源回収技術として、下水
処理場集約型バイオマス利用技術、
発酵熱の原位置直接利用技術、下
水処理水を利用した藻類バイオマ
ス利用エネルギー生産プロセスの
開発
⑵環境負荷低減型バイオマス燃焼技
術として、リスク評価の研究、低コ
ストな排出源対策技術の開発
⑶バイオエタノール製造技術として、
イオン液体・発酵による資源抽出
技術の開発
　今回は本多了助教の「下水処理水

を利用した地球温暖化緩和型エネル
ギー・バイオマス生産プロセスの開発」
を紹介します。

下水処理水を利用した
藻類バイオマス・エネルギー生産
　都市の未利用バイオマスの一つで
ある下水の処理は、有機物や窒素・
リンなどの汚濁物質の除去が目的で
すが、同時に、除去された有機物（＝
余剰汚泥）は廃棄物として排出・処理
されます。現在の下水処理システムは、
廃棄物となる余剰汚泥を少なくするた
めに多くの曝気エネルギーを投入し、
有機物をできるだけ酸化して二酸化
炭素にすることに主眼が置かれてい
ます。また、閉鎖性水域の富栄養化
の原因となる窒素の除去にも多くのエ
ネルギーが投入されています。
　私は、下水の再資源化という観点

から、下水処理システムを汚濁物質の
除去にとどまらず、バイオマス・エネ
ルギー生産システムとして最適化がで
きないかと考えています。その方法の
一つが、下水処理水中の窒素・リン
成分のバイオマス資源化です。まず、
有機物除去過程で有機物の酸化によ
る二酸化炭素発生を抑え、下水中の
有機物をできるだけ余剰汚泥として回
収します。その後、有機物を除去した
後に残る窒素・リンは、微細藻類の
生産に利用します。微細藻類は二酸
化炭素を固定して増殖するので、窒素・
リンから有機物を含むバイオマス資
源を生産することができます。このよ
うにして下水からバイオマス（＝余剰
汚泥と藻類バイオマス）をできるだけ
多く生産し、メタン発酵によるバイオ
ガス回収や炭化処理による固形燃料
化などによって、エネルギーとして利
用することを想定しています。

Division of Unutilized Biomass Energy

Research center for Sustainable Energy and Technology
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微細藻類と下水処理水を活用した
エネルギー・バイオマス生産プロセス

Division of Unutilized Biomass Energy

バイオマス利用部門 □専　任　本多    了 助　教
メンブレン
フォトバイオリアクターの考案
　近年、微細藻類を利用したバイオ
燃料の生産に関する研究が盛んに行
われています。しかし、藻油（＝藻
類から生産されるバイオディーゼル
などの燃料）は、まだまだ化石燃料由
来のガソリンや軽油に比べてはるか
に高価であり、実用化・普及に向け
ては生産コストの大幅な低減が課題
となっています。コスト要素の一つと
して、培養に要する二酸化炭素や窒
素・リンの栄養塩の供給があります。
これらを下水処理水から利用できる
ようにすることで，より低コストな栄
養塩供給と資源循環利用を目指して
います。しかし、下水処理水中の窒
素・リンなどの栄養塩は、藻類培養
基質としては低濃度です。より高い藻
類生産速度を得るには、なるべく多
量の窒素・リンを供給することが重
要になります。下水処理水は窒素・リ
ン濃度が低いため、その分供給量を
増やすことが必要ですが、そのまま
供給速度を上げるだけでは、培養槽
内の微細藻類も一緒に槽外に流出を
してしまいます（図1左）。微細藻類
は細胞分裂によって倍々ゲームで増え
ていきますから、培養槽内の微細藻
類濃度が小さくなると生産速度も大き
くなりません。そこで、処理水供給速
度の増加と微細藻類の高濃度保持を
両立させるために考案したのがメンブ
レンフォトバイオリアクター（浸漬膜
付加型光照射生物反応槽）です（図1
右）。この培養槽には、家庭の浄水
器にも利用されている精密ろ過（MF）
膜という孔径約0.2μmの細孔をもつ
膜が槽内に浸漬されています。微細
藻類の大きさはシアノバクテリアで 1
～ 10μm程度ですから、MF膜を通
過することはできません。そのため、
この膜を通すことで主に水と溶存物
質だけを培養槽内から取り出すことが
できます。これによって、下水処理水
の供給流量と、培養槽内の藻類濃度
を別々に制御することができ、供給
速度増加と藻類濃度保持のジレンマ
から脱することができるようになりま
した。
　現在までの結果では、この浸漬膜
ろ過の導入が効果的であることは分
かりましたが、藻類生産速度は既存
の高濃度栄養塩培地を用いた研究と

比べてまだ及びません。今後、さら
に下水処理水の供給速度を増やして、
生産速度の向上を目指していくつもり
です。

正浸透膜プロセスへの
取り組み
　正浸透（FO）膜プロセスは、塩濃
度の異なる2つの溶液の間に生じる
浸透圧を駆動力として利用するプロ
セスで、浸透圧発電や省エネルギー
型海水淡水化への利用などで、最近
注目を浴びているプロセスです。先ほ
ど、下水処理水の窒素・リン濃度は
低いとお話ししましたが、このFO膜
プロセスによって、下水処理水中の
窒素・リンを低エネルギーで濃縮す
るプロセスの開発についても取り組
み始めました。
　FO膜は、メンブレン・フォトバイ
オリアクターに利用しているMF膜よ
りもさらに孔径が小さい膜で、主に
水だけを通し、溶存物質やイオンを
ほとんど通しません。下水処理水と
海水をFO膜で隔てて循環させること
で、下水処理水の水（H2O）のみが海

水側へと移動し、窒素・リンイオンは
下水処理水側に残ります（図2）。こ
の水（H2O）の移動は浸透圧によって
外部から圧力を加えなくても起こりま
すので、エネルギー消費の少ない濃
縮が可能となります。ちょうどこの研
究の構想を練っていたときに、JSPS
「組織的な若手研究者等海外派遣プ
ログラム」で在外研究の機会をいただ
き、FO膜や逆浸透（RO）膜の研究
の第一人者の一人、Eric M.V. Hoek
教授（米国カリフォルニア大学ロサン
ゼルス校）に受け入れの打診をしまし
た。彼とは面識がなかったにも関わ
らず快く受け入れていただき、彼の
研究室に2012年の8月～ 10月の2
か月間滞在し、研究を本格的に開始
することができました。Hoek先生か
らもメンブレン・フォトバイオリアク
ターの研究に興味を示していただき、
共同研究を模索している段階です。
　今後も、バイオマスを利用した新
しいエネルギー生産技術の開発を目
指して研究を続けていきたいと考え
ています。

図１　従来の培養槽と浸漬膜を利用した培養槽のちがい

図２　正浸透（FO）膜による栄養塩濃縮プロセスの原理

3. 部 門 紹 介
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4. 研究開発ロードマップ
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4. 研究開発ロードマップ
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7. RSET全体の活動状況
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7. RSET全体の活動状況
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8. 有機薄膜太陽電池部門（第1部門）活動状況
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8. 有機薄膜太陽電池部門（第1部門）活動状況



33

Research center for Sustainable Energy and Technology



34

8. 有機薄膜太陽電池部門（第1部門）活動状況
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8. 有機薄膜太陽電池部門（第1部門）活動状況
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9. 自然エネルギー活用部門（第2部門）活動状況
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9. 自然エネルギー活用部門（第2部門）活動状況
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9. 自然エネルギー活用部門（第2部門）活動状況
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9. 自然エネルギー活用部門（第2部門）活動状況
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9. 自然エネルギー活用部門（第2部門）活動状況
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10. 炭素循環技術部門（第3部門）活動状況
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10. 炭素循環技術部門（第3部門）活動状況



53

Research center for Sustainable Energy and Technology



54

10. 炭素循環技術部門（第3部門）活動状況
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10. 炭素循環技術部門（第3部門）活動状況
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11. エネルギー・環境材料部門（第4部門）活動状況
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11. エネルギー・環境材料部門（第4部門）活動状況
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11. エネルギー・環境材料部門（第4部門）活動状況
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11. エネルギー・環境材料部門（第4部門）活動状況
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12. バイオマス利用部門（第5部門）活動状況
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12. バイオマス利用部門（第5部門）活動状況
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12. バイオマス利用部門（第5部門）活動状況
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12. バイオマス利用部門（第5部門）活動状況
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12. バイオマス利用部門（第5部門）活動状況
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12. バイオマス利用部門（第5部門）活動状況
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13. RSET関係者一覧
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14. 編 集 後 記



Research center for

Sustainable

Energy and

Technology

平成24年度研究活動報告

平
成
24
年
度
研
究
活
動
報
告

金
沢
大
学
理
工
研
究
域

　サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
エ
ネ
ル
ギ
ー
研
究
セ
ン
タ
ー

（（株）日本パーツセンター寺井工場内）

クロスフロー風車内部と周りの
乱流数値シミュレーション（等速度分布）

金沢大学理工研究域
サステナブルエネルギー研究センター

金沢大学理工研究域　サステナブルエネルギー研究センター
http://www.se.kanazawa-u.ac.jp/rset/index.html
〒920-1192 石川県金沢市角間町

道路用有孔板式防風フェンス上部に設置した高性
能クロスフロー風車による発電と誘導用赤色LED
ランプ点灯のフィールド実験の様子


